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平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題

診

療

科

目

１４診療科

内科

消化器内科

循環器内科

外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

小児科

腎臓泌尿器科

産婦人科

リハビリテーション科

放射線科

救急科

麻酔科

上記以外の診療科については、市民ニーズ等の必

要に応じて、指定管理者と協議し、追加できるものと

します。

１４診療科目

内科

消化器内科

循環器内科

外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

小児科

腎臓泌尿器科

産婦人科

リハビリテーション科

放射線科

救急科

麻酔科

　

市民ニーズ等必要に応じて、市との協議のもと

診療科目を追加します。

１５診療科目

内科

消化器内科

循環器内科

外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

小児科

腎臓泌尿器科

産婦人科

リハビリテーション科

放射線科

救急科

麻酔科

血管外科（平成２８年７月～）

※平成28年度から診療科の標榜は、条例改正を要さず、規則委任された。

＜血管外科の追加標榜について＞

（診療開始日）　７/１５

（追加する理由）

　高齢化の進展及び糖尿病患者の増加に伴い閉塞性動脈硬化症、下肢静脈瘤など

の足病変疾患を持つ患者が増加しており、これらの疾患に対する専門的な治療を行

える医療機関として市立病院が認定されることにより、医療の質の向上及び地域医

療連携の強化に寄与するもの。

（診療内容及び体制）

　・閉塞性動脈硬化症、下肢静脈瘤など心臓以外の動脈、静脈のさまざまな血管の

疾患に対応。

　・循環器内科の医師が、血管外科の担当医として兼務。

＜その他＞

　　総合診療科　　　　Ｈ２７．７～　　月～金 １７：００～１９：００

　　がん治療相談外来　Ｈ２７．１０～　週１回ＡＭ

　　緩和医療外来　　　　Ｈ２７．１０～　週２回ＡＭ　（Ｈ２８．７月末まで）

　　ペイン（痛み）外来　 Ｈ２７．１１～　週１回ＡＭ

　　フットケア外来　　　　Ｈ２８．６～　　週１回ＡＭ

　　助産師外来　　　　　 Ｈ２８．４～　　週１回PＭ

　

〇血管外科の標榜により、１５診療科となった。

〇血管外科の標榜により、

　・循環器内科や形成外科など他の診療科との連携により、市立

病院の医療の幅が広がる。

　・診療所やクリニックからの紹介にも対応できるため、地域完結

型の医療に貢献できる。

　

〇院内標榜としてフットケア外来、助産師外来を開設し、特色ある

専門外来の開設ができてきている。

〇６月から開設したフットケア外来については、フットケアの知識

が豊富な認定看護師も加わり、足の観察、足浴・爪切り（爪削

り）、足の洗い方、セルフケア指導を行うことで、糖尿病等による

足壊疽の重症化等の予防に効果を挙げている。

〇助産師外来は、妊婦・褥婦の健康診査及び保健指導を助産師

により行う外来のこと。一人当たり３０分前後の時聞を取って、助

産師が母子の健康状態を確認し、お産に向けての心身の準備を

整え、助産師の介助で安心してお産していだだくことができてい

る。

課題

　診療科目や専門外来を検討、標榜をしていくためには、市民

ニーズ等の把握に努める必要がある。又、市立病院ならではの

特色ある専門外来の院内標榜を打ち出して、利用者の増を図る

必要がある。

病

床

数

※　病院事業計画及び平成２８年度事業計画の各取組項目の番号は、計画書の付番と異なる。

(平成２８年４月１日)

実稼動可能病床数１５３床

小児科  　４床

産婦人科 １８床

内科系 　７６床

外科系　 ４８床

その他　　 ７床

（平成２８年９月３０日）

実稼動可能病床数１４６床

小児科  　 ４床

産婦人科 １８床

内科系  ７６床

外科系  ４８床

・３病棟　１０対１看護基準

　

　

　

〇平成２８年９月１日から３階ICU室を休止したため、実稼働可能

病床数は平成２８年度事業計画の１５３床から７床減少し、１４６

床となった。

課題

　本年は整形外科の常勤医が確保されたこともあり、外科系の入

院患者数が増加傾向にあるが、さらなる外科系、小児科の稼動

病床数の増加に向けて、脳神経外科、小児科の常勤医師確保の

取組みの強化が必要である。

病院事業計画（平成２７年１１月改定）

病床数２１０床

ＩＣＵ  　 ７床

小児科  ２０床

産婦人科 ２０床

内科系  ７９床

外科系  ８４床

診療科

平成２８年度

事業計画との比較

小児科 ±０床

産婦人科 ±０床

内科 ±０床

外科 ±０床

ＩＣＵ（ＨＣＵ） －７床
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平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題病院事業計画（平成２７年１１月改定）

＜人員体制＞

　（平成２８年４月１日） （平成２８年９月３０日現在）

〇平成２８年度事業計画と比較して、常勤医師は、一般内科、消

化器内科、一般外科が各１名不足、腎臓泌尿器科が１名増、常

勤換算では、＋０．９４と増員を図っている。

〇小児科は、７月から常勤医師１名減になったが、９月に新たに

常勤医師１名を確保することができた。

〇リハビリ科は、常勤医師を１名確保できた。

課題

　常勤医師が計画に比して不足している診療科について、引き続

き病院事業計画の実現を目指し、大学医局への医師派遣依頼等

を継続的に行うなど、早期の病院事業計画の達成を図る必要が

ある。

人

員

体

制

人員体制については、開院当初は、１日平均患者数

（外来３００名、入院１４０名と仮定）による医療法規定

人員数に基づき、次のとおり整えます。

職種 人数

医師 ２０．３名

看護師 ９６．７名

薬剤師 ９．８名

理学療法士 ４名

作業療法士 １名

言語聴覚士 １名

放射線技師 ７名

検査技師 ６名

管理栄養士 ３名

看護助手 ９名

臨床工学技士 ２名

事務職員他 ２８．６名

合計 １８８．４名

職種 人数

医師 ２１．２４名

看護師 ８４．９名

薬剤師 ８．７５名

理学療法士 ３名

作業療法士 １名

言語聴覚士 １名

放射線技師 ７名

検査技師 ６名

栄養士 ３名

看護助手 ８名

臨床工学技士 ２名

事務職員他 ３６．６名

合計 １８２．４９名

常勤 非常勤 常勤 非常勤

常勤

換算

常勤 非常勤

計

小児科 1 5 1 5 1.4 ±0 ±0

産婦人科 1 0 1 6 2.36 ±0 +6

一般内科 2 5 1 13 2.69 -1 +8

循環器内科 2 0 2 0 2 ±0 ±0

消化器内科 2 1 1 2 1.67 -1 +1

放射線科 1 0 1 1 1.08 ±0 +1

一般外科 2 0 1 3 1.11 -1 +3

脳神経外科 0 4 0 3 0.13 ±0 -1

整形外科 1 2 1 1 1.05 ±0 -1

リハビリテーション科 1 0 1 0 1 ±0 ±0

麻酔科 2 0 2 0 2 ±0 ±0

形成外科 1 1 1 1 1.08 ±0 ±0

腎臓泌尿器科 1 4 2 2 2.67 +1 -2

救急科 1 0 1 0 1 ±0 ±0

計

外来部門 26 8 23 12 30.1 +3 +4

入院部門 60 7 52 3 54.8 -8 -4

内）准看護師 (7) 0 (5) (0) (5) -2 ±0

助産師 (6) (2) (6) (2) (7.2) ±0 ±0

保健師 (1) 0 (1) (0) (1) ±0 ±0

薬剤師 9 1 8 1 8.75 -1 ±0

理学療法士 4 0 3 0 3 -1 ±0

作業療法士 1 0 1 0 1 ±0 ±0

言語聴覚士 1 0 1 0 1 ±0 ±0

放射線技師 7 0 7 0 7 ±0 ±0

検査技師 6 0 6 0 6 ±0 ±0

栄養士 3 0 3 0 3 ±0 ±0

看護助手 9 0 8 0 8 -1 ±0

臨床工学士 2 0 2 0 2 ±0 ±0

事務職員他

（常勤換算）

+7.1 -

-5.91

28.6 36.6

合計 198 188.4 182.49

そ

の

他

6

3

6

7

2

29

0

40

84.9

（常勤換算）

-11.8

（常勤換算）

30

50

(准看護師含む)

・助産師

は、看護師

の中で助

産師の有

資格者を

産婦人科

に専任で

配置（6名）

1

1

1

看

護

師

80

96.7

（常勤換算）

0

1

3

2

2

1

1

＋0.94

（常勤換算）

2

3

4

2

1

診療科別

病院事業

計画

平成２８年度

事業計画

平成２８年９月３０日

現在

平成２８年度事

業計画との比較

医

師

常勤換算

25

20.3

（常勤換算）

21.24

（常勤換算）
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平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題

患

者

数

１日平均患者数

　　入院　９８．５人

　　外来　１３２．１人

・１日平均患者数（達成率）

　入院　８５．４人（８６．７％）

　外来　１１２．２人（８４．９％）

〇平成２８年度事業計画と比較して、入院患者－１３．１人、外来

患者－１９．９人。

〇平成２７年度実績と比較して、入院患者５７．９人/日から８５．

４人/日と１．４７倍へ、外来患者７９．７人/日から１１２．２人/日に

１．４１倍へと徐々に増加してきている。

〇整形外科は、常勤医師が確保できたことから、入院・外来患者

ともに増加している。

〇形成外科は、本年度フットケア外来も開設し、さらに患者数が

増加している。

〇血管外科は、血管狭窄拡張や下肢静脈瘤に対する抜去切除

術(ストリッピング) 、透析導入のシャント造設術など、入院患者へ

の手術は毎月数件程度行なわれており、血管外科としての外来・

入院患者数は実績としては上がっていないが、循環器内科や腎

臓泌尿器科で患者としてカウントされている。

〇外科系入院患者が、２３．３人/日(平成２７年度実績１１．３人/

日)と１２．０人/日増加している。(主たる要因は、整形外科の入院

患者が増加したことによる。)

課題

　市民や地域の医療機関へ、市立病院の医療に関する必要な情

報をそれぞれ積極的に提供していく必要がある。

・事業計画の患者数は、初年度の実績をもとに算出した。

平成２８年度　事業計画

平成２７年度

平成２７年度

との比較

合計 １日平均 １日平均 １日平均

15,632 85.4 57.9 +27.5

- 98.5 142.1 -

- 86.7% 40.7% -

15 0.1 0.4

549 3.0 2.3

9,911 54.2 41.2

内科 4,827 26.4 -

消化器内科 1,319 7.2 -

循環器内科 3,765 20.6 -

4,263 23.3 11.3

外科 1,443 7.9 -

脳神経外科 0 0.0 -

整形外科 1,821 10.0 -

形成外科 999 5.5 -

894 4.9 2.7

20,540 112.2 79.7 +32.5

- 132.1 157.9 -

- 84.9% 50.5% -

5,501 30.1 29.3

1,360 7.4 8.2

1,840 10.1 6.4

1,846 10.1 8.9

393 2.1 1.5

2,891 15.8 4.0

1,737 9.5 7.8

495 2.7 3.9

1,592 8.7 6.0

1,547 8.5 6.5

27 0.1 0.0

90 0.5 0.3

0 0.0 -

534 2.9 0.9

687 3.8 1.4

973 5.3 4.3 +1.0

単位：人

平成２８年度上半期

延延延延べべべべ入院患者数入院患者数入院患者数入院患者数

事業計画平均

達成率

小児科

産婦人科

内科系

外科系

その他

延延延延べべべべ外来患者数外来患者数外来患者数外来患者数

事業計画平均

達成率

内科

消化器内科

循環器内科

外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

小児科

腎臓泌尿器科

　　　紹介患者数

産婦人科

リハビリテーション科

麻酔科

血管外科

透析

健診科（ドック含む）
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平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題

・患者からの意見に対する対応例

○地下駐車場の料金を見舞客は１時間まで無

料化

○地下駐車場東のエレベーター入口にエレ

ベーター表示を設置

○その他、ご意見の回覧と担当部署への周

知、指導を実施

・入院・外来患者アンケート調査は下半期に実施する予定。

・科目別手術件数

　内科                  １０件

　循環器内科        ３０件

　外科　                ５４件

　整形外科           ６５件

　形成外科         ２１１件

　腎臓泌尿器科  　２６件

　産婦人科       　  ３５件

　合計                ４３１件

・腹腔鏡下手術　３２件

・ダ・ヴィンチ手術(前立腺摘出術)　２件　※Ｈ２８.６～保険適用可

〇手術件数は、昨年の年間手術件数（３３４件）を超えており、主

な要因としては形成外科の手術件数の増加や整形外科の手術

が始まったことによるもの。

〇高齢者のがん治療では、開腹手術より低侵襲で早期の社会復

帰が可能な腹腔鏡下手術を取り入れ、特に、前立腺がんの手術

については、先進のロボット手術(ダ・ヴィンチ)を実施し、傷をでき

る限り小さなものにし、患者の身体への負担が少ない低侵襲手術

に積極的に取り組んでいる。

・分娩数　５７件

　県内４２件（市内４０件、市外２件）

　県外１５件

・１か月あたりの平均分娩数　９．５件／月

・ハイリスク分娩への対応は、県総合医療センターと連携を取っている。

　通常の未熟児出産は市立病院で対応可能。

　(県総合医療センターへ救急搬送した事例あり）

・助産制度の実績　３件

※市立病院は、児童福祉法第３６条に規定する「助産施設」として届出している。

〇平成２７年度実績と比較し、＋３．８件／月（平成２７年度実績

５．７件／月）

〇６／１６　市立病院で出産された母子同士の交流の機会とし

て、「産科交流会」を開催し、お母さん同士の交流、育児情報の提

供など、産後のサポートも行っている。

病院事業計画（平成２７年１１月改定）

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

①　質の高い医療の提供

　生駒市の地域医療の問題点を踏まえ、政策的に実施す

べき医療事業を確実に実施し、市民満足度の高い、質の

高い医療を提供する。

基本方針

  患者中心の市民満足度の高い、質の高い医

療を提供します。

・大型医療機器等の導入実績

　　透析用ＲＯ装置

透析用ＲＯ装置

　人工透析を行うのに必要となるＲＯ水（純水）を精製する装置。

〇今までの個人用透析装置（透析液を1台毎に精製）から、透析

液を一箇所でまとめて精製する多人数用透析装置（セントラル透

析液供給システム）を導入し、ローコスト運営、透析装置全般の自

動化等の合理化を図りつつ、災害時の対応可能者数を増加する

ことができた。
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平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題病院事業計画（平成２７年１１月改定）

・医療安全管理規程・医療安全管理委員会規

程の改定状況　―

・各部門に医療安全管理委員を置き、各部門が作成した事例ごとに詳細のマニュア

ルを運用。

〇医療事故の原因となる誤認や伝達エラーの防止、安全な手技

実施、ハイリスク領域の安全確保などの手順書を各部門ごとに整

備運用することで、医療事故の発生を未然に防ぎ、患者が安心し

て安全な医療を受けられる環境を整えた。

・医療安全管理委員会(毎月１回開催)

　　開催日　５／１６、６／２０、７／２５、

　　　　　　８／１５、９／２６

・医療安全カンファレンス(毎週１回開催)

・医療安全ラウンド(毎週１回開催）

　　開催回数　２２回

〇医療安全の質管理のための具体的なPDCAサイクルを確立し

た。

　・P　医療安全管理マニュアルによる手順等の確立

　・D　院内でのインシデント(ヒヤリハット)事例などの報告・

　　　　情報共有

　・C　その原因分析、症例検討の実施

　・A　予防と再発防止策の検討と実施(手順の見直し、職員へ

　　　　の周知・教育)

課題

　医療安全対策の具体的取組について情報発信をすることも検

討する必要がある。

医療における安全管理に対する取組

●安全管理マニュアルの策定について

　各部署からリスクマネージャーを選任し、院内にリスクマ

ネジメント委員会を設置します。また、リスクマネジメント委

員会は隔週開催し、医療安全管理者を中心に報告事例を

もとにマニュアル化したうえ便覧を作成、各部署に配布し

情報を共有します。

基本的な医療提供

●医療安全管理に対する取組

　市民の生命と健康を守る観点から、医療安全

管理規程に基づき、医療安全管理委員会や感

染委員会を中心に、説明と同意を重視する医

療安全管理体制を堅持し、安全で安心な医療

の遂行を徹底します。

●医療事故に対する対応について

　発生した医療事故については、関係者から医療安全管

理者へ迅速に報告し、その報告をもとに調査を行い、MRM

（メデｲカルリスクマネジメント）委員会で分析したうえ、医療

安全推進委員会で討議し対応の決定を行ないます。

●院内感染対策について

　感染防止委員会・リンクナース委員会をそれぞれ定期的

に開催し、感染症発生の監視、院内感染の監視、職員の

管理（予防接種等）、事故調査及び防止策の検討、職員に

対する啓蒙と教育など、感染防止に対する取り組みを行な

います。

・院内感染対策委員会(毎月１回開催)

　　開催日　４／１１、５／９、６／１３、

　　　　　　　７／１１、８／２４、９／１２

　　ＩＣＴ合同カンファレンス(毎月１回開催)

　　ＩＣＴラウンド(毎週１回開催)

　　感染勉強会　５／１９　　８４人参加

＜病院事業計画との対比＞

　　医療安全管理に関する組織等　　　病院事業計画での相当する組織等

　　　　・医療安全管理委員会　　　　　→　・医療安全推進委員会に相当

　　　　・医療安全管理委員　　　　　　　→　・リスクマネージャーに相当

　　　　・医療安全カンファレンス　　　　→　・リスクマネジメント委員会に相当

  　　　・院内感染対策委員会　　　　　→　・感染防止委員会に相当

　　　　

　　　　

・医療安全管理委員会では、院内でのインシデント(ヒヤリハット)・アクシデント事例

(歩行中の転倒、経管栄養チューブの自己抜去など)の報告・情報共有・対策検討や

患者からの暴力や、患者の認知障害、精神不安などからの離院対策などを検討。

・院内感染対策委員会（ＩＣＴ）は、医療安全管理委員会の下に設置し、感染発生の監

視、院内感染の監視、職員の管理（予防接種等）、事故調査及び防止策の検討を行

う体制を整備。

※ラウンドとは、各部署を巡回し、医療事故やインシデントがおきやすい環境（物品の

配置等）を指摘し、各委員会で報告し、改善を促す活動のこと。

〇医療安全ラウンドやＩＣＴラウンドの実施により、各部署を巡回

し、医療事故やインシデントのおきやすい環境（物品の配置等）を

指摘し、各委員会で報告し、改善を促す活動を定例的に行い、医

療安全対策に積極的に取り組んでいる。
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基本方針

  地域の医療機関との病診・病病連携を積極

的に推進するとともに、介護・福祉施設との密

接な連携を図ることで、地域医療の充実に貢

献します。

基本的な医療提供

地域医療の支援に対する取組

●在宅支援機能の充実について

・医療連携登録医や協力医療機関連携施設へ

の加入の働きかけを推進し、市内・近隣医療機

関や介護・福祉施設との連携を強化します。

・医療連携登録医

　５１施設・６２名（９月末現在）

　内、市内クリニック２１施設２５名

　（全市内クリニックの２４％）

　※Ｈ２８．４～　４施設４名（市外）の増

・協力医療機関連携施設

　３８施設（９月末現在）

　※Ｈ２８．４～　２３施設の増

・医療連携登録医は、医療連携登録医申請書の提出。

　協力医療機関連携施設（介護老人福祉施設「優楽」、グループホーム、特養、デイ

サービス、小規模多機能ホームなど）は、連携契約書を締結。

〇平成２７年度実績と比較し、医療連携登録医は、＋４施設、＋４

名。協力医療機関連携施設は、＋２３施設と地域医療機関等との

連携が進んでいる。

課題

　病院事業計画に掲げる地域医療連携の推進のためには、登録

いただいた医療連携登録医との連携を密にとるとともに、登録す

ることよるメリットを明らかにして、新規登録への働きかけを強化

する必要がある。

　

・医科診療所や介護事業所が安心して在宅

サービスを提供できるよう、緊急時の入院加療

用病床を確保し、円滑で速やかな受入体制を

構築し、実施します。

・急性期である市立病院から回復期や維持期、

在宅期に至るまでの一貫性・継続性のある診

療計画で患者をケアしていけるような地域連携

パスの導入について、市内医療機関や介護事

業所等と協議し、検討を始めます。

・地域連携パスの導入

　未実施

● 開放型病床の設置について

・改めてニーズ把握を行った上で、実施の是非

については引き続き検討します。

・開放型病床の設置

　未実施

●地域医療機関への医療教育プログラムの提

供について

・定期開催の病診連携談話会にて合同症例検

討会を積極的に実施します。

・院内外の医療従事者に対するALSO(周産期

救急教育コース)などの医療教育プログラムを

実施します。

・市消防本部救急隊との定期的な意見交換会

を開催します。(年４回程度)

・医療教育プログラム

　（１０月実施予定）

　新生児蘇生法講習会専門（Ａ）コース

　（１１月実施予定）

　ＡＬＳＯ（周産期救急教育コース）

課題

　医療教育プログラムに地域医療従事者への参加を促進するた

めには、医療レベル向上のための各種症例検討会、講演会、研

修会を多数企画し、積極的に広報する必要がある。

課題

　地域連携パス、開放型病床については、ニーズ把握の時期や

方法等について協議・検討する必要がある。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

②　地域完結型の医療体制構築への寄与

　地域の病院がそれぞれの機能を分担し、かかりつけ医と

の連携も含めた地域完結型の医療を目指し、また、患者を

中心とした継続性のある医療を提供するため、前方支援と

後方支援を考慮し、周辺の地域医療機関との病診連携や

病病連携を積極的に推進する。

地域の支援に対する取組

●在宅支援機能の充実

　地域連携パスや退院支援チーム等の取組みにより、在

宅支援診療所との連携を図りながら、在宅への移行支援

を行ないます。また、急性期医療の患者を対象とした在宅

医療システムを検討実施します。具体的には、在宅患者

の増悪事に対応する処置、入院加療用として５床を確保し

ます。

・Ｈ２６年３月に実施した「生駒市の地域医療の連携に関するアンケート」（市実施）及

び「生駒市立病院についてのアンケート」の両結果から見ると、生駒市病院事業計画

に掲げる地域医療の支援のための取組みの「地域連携パス」「開放型病床」につい

ては、そのニーズは必ずしも高いとは言えず、実施の是非については、改めてニーズ

把握をすべき（「生駒市病院事業推進委員会医療連携専門部会　検討報告書　Ｈ２

６．１１．２０」からの抜粋）●開放型病床の設置

　地域の開業医と連携することにより、診療の一貫性が実

現できることから、医師会と病床数や運営方法を協議の

上、開放型病床を設置します。

●地域医療機関への医療教育プログラムの提供

　次の取組を検討し、段階的に実施します。

・診療科による他医療機関との合同症例検討会の実施

・院内外の医療従事者に対するTCLS又はAHABLS、

AHAACLSトレーニング（ACLSに相当する指定管理者のプ

ログラム）の継続的実施（２年に１回程度）

・医療機関、救急隊との定期勉強会の実施（年２回程度）
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●周辺の他の医療機関との連携について

・引き続き医師会への入会の協議を継続すると

ともに、市内・近隣医療機関に対して、市立病

院の医療情報を積極的に提供し、医療連携登

録医への加入の働きかけを推進します。

・「合同症例検討会」、「医療機器のオープン利

用」については、引き続き推進していきます。

  

・医療機器のオープン利用

　ＭＲＩ   　１２４件　（全利用件数７６５件）

　ＣＴ　       ３３件　（全利用件数２０４４件）

　内視鏡　    ０件　（全利用件数５６７件）

　エコー       ５件　（全利用件数１６４９件）

・周辺その他の医療機関との連携

　市内等の医療機関へのあいさつ回りなどを鋭意実施。

・医師会への入会申し込みは平成２７年６月末に行っており、同年１０月に「継続審

査」との回答。

・医療機器のオープン利用は、地域医療連携を進めていく中で、開業医の先生方か

らの要望に対応し、 診療所を中心に当院の機能を広く地域に提供し、 病診連携を

もって地域の方々の健康増進を図ることを目的とし、地域医療連携室にて受付け、

検査結果及び診断・読影結果等を紹介元医療機関へ報告している。

〇医療機器のオープン利用は、ＭＲＩが＋９０件（平成２７年度実

績３４件）と昨年１年間の実績を超える利用がある。

課題

　更なる利用増を図るため、利用のメリットや利用しやすさを検討

していく必要がある。

● 地域医療連携推進のための組織・体制及び

方法等について

・院内の「地域医療連携室」にて、医療ソーシャ

ルワーカー(ＭＳＷ)等の専従職員を配置し、市

内近隣医療機関や介護事業所等との連携業

務を引き続き行い、紹介逆紹介などの病診・病

病連携を推進します。

・紹介率　４１．２％

・逆紹介率　１４．２％

・地域（市内）医療機関の市立病院利用率

                                        ３６．９％

・地域医療連携推進のための組織・体制及び方法等

　地域医療連携室を設置し、専従職員を配置し、診療所等からの紹介窓口業務及び

入院患者の退院支援業務(自宅へ帰れない患者の入所施設を探したり、療養病院を

探すなど)を行っている。

・紹介率　　　（紹介初診患者数＋初診救急患者数）÷初診患者数

・逆紹介率　　逆紹介患者数÷初診患者数

・地域（市内）医療機関の市立病院利用率

　　　市内で紹介を受けた医科医療機関数÷市内医科医療機関数

　

〇平成２７年度実績と比較し、紹介率＋９．６％（平成２７年度実

績３１．６％）、地域（市内）医療機関の市立病院利用率　＋７．

４％（同２９．５％）と地域医療機関との連携が進んできている。

〇８月から地域医療連携室に専属の看護師を配置し、入退院支

援業務を強化した。

課題

　市立病院の医療内容を地域医療機関に知っていただくための

効果的なＰＲなどの取組を検討する必要がある。

　地域医療機関との病病・病診連携の推進、紹介患者の増加の

ためには、医師会との連携は不可欠であり、引き続き入会審査に

対応していく。

　　　　また、地域の診療所から紹介を受けた患者の状況や診療結果

の報告、退院時に紹介元へ戻す旨の報告・連絡の徹底に加え、

紹介を受けた患者以外でも、病院での治療を終え症状が落ち着

いたら、その後の継続した観察を必要に応じて地域の診療所に

逆紹介していく必要がある。

●周辺の他の医療機関との連携

　新病院開院後は、医師会に加入し、医療機器の相互利

用やグループ内専門医による研究会、合同カンファレンス

の開催、医師会枠としての開放病床の取組を進めます。

　また、連携に賛同された医療機関を写真入りで院内に公

開する「かかりつけ医コーナー」を設置し、患者が自由に情

報収集でき、希望に応じて紹介状の作成、予約確認等を

行い案内するシステムを構築します。

　また、地域で必要な医療を確保し、地域の医療機関との

連携等を図る観点から、医師会の協力のもと、地域の診

療所や病院を支援する医療機関として、将来的には「地域

医療支援病院」の承認を目指します。

●地域医療連携推進のための組織・体制及び方法の整備

　院内に地域医療連携室を設置し、専任職員（看護師・

MSW・介護職員等で構成）を配置します。

　この専任職員が地元医療機関を訪問することによって、

地元医療機関のニーズに応え、相互の紹介をはじめ診療

情報等の提供を行ないます。

　また、今後、さらなる地域医療連携を推進するため、医

師会等とも十分に協議しながら地域共有型電子カルテネッ

トワークシステムの構築に向けての検討を行います。
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基本方針

  「救急は断らない」という姿勢のもと、２４時間

対応の地域住民が安心できる救急医療体制の

充実を目指します。

基本的な医療提供

●救急医療体制

・引き続き救急患者の市内受入れ率の向上に

貢献するとともに、整形外科や脳神経外科など

診療科の体制整備を進めます。

・救急要請件数　１，０１４件

・救急受入件数

　８８０件（市内４４９件、市外４３１件）

・救急応需率　８６．８％

　平成２８年度上半期６ヶ月間の市内救急搬送件数・率(市消防本部提供・速報値)

　　全時間帯　　 市立病院４４４件/全件１，９７５件（２２．５％）

　　当直時間帯　 市立病院２６９件/全件１，１２３件（２４．０％）

・ウォークイン患者受入件数

・救急患者の転送件数

・救急応需率　　救急受入件数÷・救急要請件数

〇平成２７年度実績と比較し、月平均救急受入件数は、１４６．６

件(平成２７年度実績１４８．６件)で、変化なし。

月平均ウォークイン患者受入件数は、１５０．７件／月(平成２７年

度実績１６２．１件／月)で、１１．４件減少している。

また、救急患者の転送件数は、受入件数８８０件に対して転送件

数３８件、約４．３％(平成２７年度実績　受入件数１，４８６件に対

して転送件数１０２件、約６．９％)と２．６％減少している。

〇市立病院で受け入れたものの、他院へ転送した割合が、前年

度に比べて比率が減少傾向にあるのは、整形外科の常勤医師が

確保でき、骨折などの急患について、オンコールでの救急対応が

できつつあることも一つの要因である。

課題

　当直、オンコール体制に参加できる脳神経外科の常勤医師の

確保が必要である。

・平成２８年度上半期６ヶ月間の市内救急患者の市内病院受入率（市消防本部提

供・速報値）は、前年度（開院後１０ヶ月間）比では、

　　全時間帯　　７２．０％→７４．１％（２．１％増）

　　当直時間帯　６９．２％→７０．７％（１．５％増）

〇平成２８年度上半期６ヶ月間の市内救急患者の市内病院受入

率は、平成２７年度（開院後１０ヶ月間）実績と比較し、全時間帯で

＋２．１％（平成２７年度実績７２．０％）、当直時間帯で＋１．５％

（平成２７年度実績６９．２％）と増加している。

・救急告示病院として、消防本部救急隊、市

内・近隣医療機関、介護・福祉施設との連携連

絡を緊密にし、２４時間体制で受入れ体制を確

保します。

・消防本部救急隊との意見交換会

　１回実施　７／２５

・生駒市消防本部との意見交換会を実施。

　※意見交換内容

　市内救急搬送状況（搬送率、転院搬送状況、応需率など）、救急隊の病院実習、早

期の受け入れ可否の応答に必要な患者情報の確認など。

○市消防本部との定期的な意見交換会により、市立病院の救急

専門医やERナースと救急隊とが直接に、具体的事案についての

相互理解を深め、今後の改善策や対応を共に検討し合うことで、

連携強化に努めている。

・市内内科系二次・外科系一次二次輪番体制

への参加に向けて引き続き関係機関との協議

を進めるとともに、輪番病院や休日夜間応急診

療所のバックアップ病院として支援します。

・市内内科系二次・外科系一次二次輪番体制

への参加

　　平成２８年度の参加は実現せず、当該輪番

病院のバックアップの役割を果たせるよう取り

組んでいる。

・平成２８年度上半期において市内輪番病院の当番日拒否件数１１９件中７０件の５

９％を市立病院で受入れた。

〇輪番病院のバックアップ状況は平成２７年度実績同様５９％で

あり、輪番病院のバックアップ病院として引き続き市内救急医療

に貢献した。

課題

　市内輪番体制における位置づけが定まっていないため、救急受

入の実績を提示する等、輪番体制への参加に向けて引続き関係

機関と協議を行う必要がある。

・小児科領域においては、奈良県北和小児科

二次輪番体制への参加を始められるよう、小

児科二次医療体制を整備するとともに、奈良県

や輪番病院と協議を進めます。

・北和小児科二次輪番体制への参加

　平成２８年度は参加を見送った。

　(本院の小児科常勤医師１名のみの診療体制

であること及び既存の輪番病院で当番日を充

足できる状況の変化もあったため)

・７／２９　平成２８年度第１回北和地区小児科病院輪番体制参加病院連絡会に出

席。

〇北和地区小児科病院輪番体制参加病院連絡会議に出席する

等、県担当課及び他の輪番病院等との協議を継続的に行う。

・産婦人科領域においては、奈良県北和産婦

人科一次救急医療体制への参加を視野に入

れた体制を整備するとともに、輪番医療機関の

バックアップ病院として支援します。

・北和産婦人科一次救急医療体制への参加

　平成２８年度は参加を見送った。

　(既存の輪番診療所・病院で当番日を充足で

きる状況の変化があったため)

〇奈良県産婦人科一次救急医療体制への参加について、県担

当課及び他の輪番病院等との協議を継続的に行う。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

③　救急医療の充実

　本地域における二次救急医療に対応できる中核病院の

必要性から、内科系、外科系、小児科系の二次救急医療

の充実を図る。

●救急医療体制

　市内の二次救急体制で中心的な役割を果たすことを目

指し、内科系二次・外科系一次二次輪番体制へ参加する

とともに、北和小児科二次輪番体制等への参加や休日夜

間応急診療所のバックアップを行います。さらに、救急告

示病院として、市消防本部救急隊との連携連絡を緊密に

し、かつ当直体制を開示し、２４時間体制での救急受入れ

をします。

（具体的な体制）

（※１）　現在、休日夜間応急診療所（メディカルセンター）

で小児科医師が当直している火・木・土・日（うち火・木は

22：00～24：00の当直）以外の曜日を小児一次救急担当日

とし、開院当初は、当該担当日の月・水・金は20時から24

時までは総合診療医を配置します。

ただし、開院後３年を目途に小児科医師を１名増員するこ

とで小児救急の充実を図ります。

（※２）　産婦人科については、一次・二次診療を行いま

す。産婦人科緊急手術、分娩、ハイリスク分娩に対応しま

す。但し、未熟児分娩が予想される場合はNICUを有する

北和三次救急施設と緊密な連携を取り迅速な対応をしま

す。

診療分野 稼動内容

稼動回数

（1月当たり）

内科系　５回

外科系　５回

休日　　２回

夜間　　２回

休日夜間応急診療所のバック

アップ（休日夜間の一次救急）

１０回

（※１）

産婦人科

（※２）

奈良県北和産婦人科一次救急医

療体制への参加

１０回

内科系

・外科系

市内内科系二次・外科系一次二

次輪番体制への参加

小児科

奈良県北和小児科二次輪番体制

への参加

月平均 合計

件数 150.7 904

合計 率

受入件数 880

県内転送 33 3.7%

県外転送 5 0.6%

転送計 38 4.3%
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・受入れ体制としては、医師、検査技師、放射

線技師、薬剤師の当直等患者数に応じて必要

な人員体制の整備、一般撮影やＣＴ、ＭＲＩによ

る画像診断、超音波検査、血液等各種検体検

査及び心臓カテーテル、内視鏡よる検査・治療

体制を確保します。

・人員体制の整備

　救急受入体制として、医師、検査技師、放射

線技師、薬剤師の当直等患者数に応じて必要

な人員体制を整備した。

・腎臓泌尿器科や小児科など常勤医が１人体制の診療科で、オンコールできないと

き、あるいは、高度医療が必要な場合など本院で対応できない場合は、連携病院に

転送する。

　

　

〇医師をはじめ医療スタッフの当直等体制及び緊急時対応可能

な検査・治療体制の確保による２４時間対応の救急受入れ体制を

構築している。

〇整形外科の常勤医師が確保できたことから、整形外科専門医

によるオンコール体制が整備でき、骨折等の急患にも一定対応で

きるようになった。

〇開院当初からの医師、看護師、放射線技師、検査技師、事務

職員の当直体制に加え、本年度は、薬剤師について平成２８年６

月１日から３６５日の当直体制を整備できた。

〇救急患者の傾向として、内科系疾患患者が多く占めているこ

と、脳神経外科、整形外科の常勤医師がいないか少ないことか

ら、病院事業計画に掲げる内科系・外科系医師各１名の当直体

制はとれていないが、今後の救急患者のニーズを勘案しながら、

体制整備を図る。

課題

　今後の救急患者のニーズを勘案しながら、救急医療に必要な

脳神経外科等の外科系の常勤医師を確保することで、病院事業

計画に掲げる人員体制の整備が求められている。

休日、夜間体制

・診療対応レベルは、病院事業計画に明記して

いる諸検査（ＣＴ、ＭＲＩ、Ｘ線、血液等)及び緊急

入院に対応可能。さらに、ＣＡＧによる心臓カ

テーテル検査及び治療、内視鏡検査及び手術

も対応可能。腎不全も専門医により対応可能。

ただし、くも膜下出血などについては、常勤の

脳神経外科医が確保できていないことから対

応は不可。

・産婦科は、未熟児出産を伴う早産には対応

可。ハイリスク分娩は県総合医療センターとの

連携体制が取れている。（実績あり）

〇整形外科は常勤医師の確保により、６／１からオンコール体制

が可能となり、骨折等の救急患者の治療が可能となった。

〇特に、夜間休日の吐下血の急患への内視鏡検査・処置は県内

でも対応可能な医療機関が少なく、貢献度は高い。

課題

　脳梗塞、くも膜下出血などの救急医療に必要な脳神経外科の

常勤医師の確保が求められている。

●救急に対する人員体制

医師・看護師・薬剤師・放射線技師・検査技師及び事務職

員の当直体制をとります。

（具体的な体制）

●診療科毎の対応レベル

人員体制

通常時

内科系・外科系医師各１名、検査技師・

放射線技師・薬剤師各１名の当直体制

北和小児科二次

輪番日

通常時当直体制+小児科医師１名の当直

休日夜間応急診

療 所 の バ ッ ク

ア ッ プ （ 小 児

科）担当日

通常時当直体制+総合診療医１名を20時～

24時の間で配置

北和産婦人科一

次救急当番日

通常時当直体制+産婦人科医１名の当直

診療科 対応レベル

内科

（二次輪番）

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）

及び緊急入院は可、二次救急レベルまで

対応可（例：重症の呼吸・循環・腎不全

等は対処不能）

外 科 ・ 整 形 外

科・脳神経外科

（二次輪番）

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）

及び緊急入院は可、二次救急レベルまで

対応可（例：重症の多発外傷や重症熱傷

等は対処不能）

小児科

（二次輪番）

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）

及び緊急入院は可、二次救急レベルまで

対応可

産婦人科

（二次輪番）

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）

及び緊急入院は可、二次救急レベルまで

対応可（未熟児出産を伴う早産は未熟児

センターと連携するまで対応不可）

通常時

北和小児科二次輪

番日

休日夜間応急診療

所のバックアップ

（小児科）担当日

北和産婦人科一次

救急当番日

人員体制

医師１名ないし２名の当直体制をと

り、初期診療(プライマリ・ケア)を行

い、症状等により必要に応じて、全

科オンコール体制による専門医に

よる専門的処置を施せる体制を敷

いている。

外来看護師２・３名、放射線技師、

検査技師、薬剤師、事務職員各１

名当直。

―

―

―
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基本方針

  地域医療機関との役割分担のもと、小児二次

救急医療を含む小児医療体制の早期構築を

目指します。

・人員体制

　医師　常勤１名、非常勤５名　（常勤換算０．４

名）

・小児科病床　稼働病床数　４床

・休日夜間の一次・二次救急の対応

　夜間時間帯については、原則として常勤医師

のオンコール体制で取り組んだ。

・小児科外来診療は、月～金までの間、非常勤医師５人及び常勤医師１名による二

診体制で取り組んだ。（外来患者数は、1日あたり平均２．７人）

・入院医療は、病床４床のみ稼動で、常勤医師が対応

　（入院患者数は、1日あたり平均０．１人）

・救急外来は、日勤時間帯のみ常時常勤医師が対応し、夜間時間帯は原則常勤医

師のオンコール体制

〇小児外来は、常勤医師及び非常勤医師により実施している

が、入院医療及び小児救急については、常勤医師１名体制では

医師の負担が大きい。

〇小児科医師の確保に引き続き努めている。

課題

　救急対応、入院患者の受入れには、さらなる常勤医師の確保が

必要である。

基本的な医療提供

●救急医療体制

・小児科領域においては、奈良県北和小児科

二次輪番体制への参加を始められるよう、小

児科二次医療体制を整備するとともに、奈良県

や輪番病院と協議を進めます。（再掲）

・北和小児科二次輪番体制への参加（再掲）

　本院の小児科常勤医師１名のみの診療体制

及び既存の輪番病院で当番日を充足できる状

況の変化も相俟って、平成２８年度も参加を見

送った。

※ ７／２９　平成２８年度第１回北和地区小児科病院輪番体制参加病院連絡会に出

席（再掲）

〇北和地区小児科病院輪番体制参加病院連絡会議に出席する

等、県担当課及び他の輪番病院等との協議を継続的に行う。（再

掲）

・災害対策マニュアル案の精査

　

・消防防災訓練

　　６/９　生駒市消防署との合同訓練

　　（通報訓練・初期消火訓練・避難誘導訓練）

・本年度下半期にて実施予定の市の総合防災訓練で、「市立病院災害対策マニュア

ル案」に沿って、院内の災害対策本部、トリアージセンターなどの実地訓練を行う予

定。

・災害対策マニュアル案の精査とともに、市立病院として行なうべき災害時医療の提

供内容や範囲等の拡充について検討していく予定（透析患者、在宅酸素療法(HOT)

患者など災害時要援護者の受入体制の整備など）

○昨年度に策定した災害対策マニュアル案を精査中。

〇市消防との協働による消防防災訓練を実施した。

課題

　災害対策マニュアル案に沿って現場スタッフによる実地検証を

行い、より実効性が発揮できるようなマニュアルとして完成させる

必要がある。

・熊本地震へのTMAT隊としての市立病院ス

タッフの派遣　４／１７～２０

（救急科医師、薬剤師、事務長、事務職員の４

名）

・熊本地震など他地域の大規模災害時の指定管理者(ＴＭＡＴ)の救援活動について

の市との連携ルールを市と指定管理者で構築した。

※ ＴＭＡＴは、平成７年の阪神淡路大震災でのボランティアグループとしての救助活

動をきっかけとして、ＴＭＡＴ（徳洲会災害医療救援隊）として発足し、平成１７年にＮＰ

Ｏ法人ＴＭＡＴとして、災害医療活動等を行っている。ＴＭＡＴの活動は、地震、洪水等

の自然災害及び飛行機事故、火災等の事故災害に対して、現地に迅速に医療チー

ムを派遣して緊急医療救援活動を行う等

〇市立病院として国内の災害救援活動にいち早く参加し、貢献す

ることができた。

基本方針

   医療講演会等により、市の保健行政と連携し

て保健知識の啓発を行うことで予防医療を推

進します。

基本的な医療提供

地域医療の支援に対する取組

●疾病予防機能の強化について

・医療講演会の開催回数や内容等をさらに充

実します。

・医療講演会

　月４回実施　２３講座、参加者　１，０６５名

・市民の健康づくりを目的に、月３～４回のペースで医療講演会を開催した。

　市立病院医師をはじめ技師、看護師等医療スタッフが、身体のメカニズム、病気の

予防、

　病気の治療法などの健康・医療に関する知識啓発・情報提供などを行った。

〇前年度に引き続き精力的に医療講演会を開催し、受講者数も

一定確保できている。

課題

  認知症やうつ病など、市民の要望が多いものの市立病院スタッ

フで対応できない分野についての市民への予防医療の啓発とし

て、市立病院７階交流センターを地域の医療従事者に貸し出し、

研修会や講演会の機会を提供するなどの取組みが必要である。

・市医師会との連携関係を構築するとともに、

検診等の体制整備を行うことで、特定健診、各

種がん検診などの市民健診や高齢者インフル

エンザ予防接種などの各種予防接種の実施範

囲を拡充します。

・健診実績

・高齢者インフルエンザ予防接種

　自己負担金免除対象者　－名

・１か月当たりの健診数

※ 高齢者インフルエンザ予防接種は１０月からの委託開始予定。

〇健診実績は、いずれも平成２７年度と比較し増加している。

〇特に特定健診など市委託事業のほか、人間・脳ドックの受診数

が伸びており、ニーズへの適切な対応ができているものと見込ま

れる。

　課題

　未実施の健診等については、実施体制の整備と共に関係団体

等と協議を行い、適宜実施していくことが必要である。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

④　小児医療の充実

　本地域における小児二次医療の充実の必要性から、地

域医療機関との役割分担のもと、二次医療までの対応が

可能な小児医療を提供する。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

⑤　災害時医療の確保

　大規模災害時において、傷病者の受入れや医療救護に

対応可能な応急用医療資機材等を備えるなど、災害に対

する緊急対応ができる機能を確保する。

基本方針

   災害時に機能を発揮できる病院を目指しま

す。

基本的な医療提供

●災害時医療

・市立病院災害対策マニュアルや消防計画に

則って訓練や研修会を実施し、大規模災害時

の傷病者の受入れや医療救護等の緊急対応

ができる体制を確立します。

 ・災害発生時は、市、市消防本部及び市医師

会等と連携するとともに、奈良県広域災害救急

医療情報システムで被災傷病者の受入れ体制

等の情報を随時公開することで、迅速な災害

時医療の提供を行います。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

⑥　予防医療の啓発

　市立病院であることから、市民の公衆衛生意識の高揚を

図るための講習を行うなど、市の保健行政と連携し、保健

知識の啓発を図る。

●疾病予防機能の強化について

　疾病予防に向けて、メタボリック・シンドロームや生活習

慣病等についての医療講演会を定例的に開催します。（講

演会の講師は医師、看護師、管理栄養士、理学療法士等

病院内のスタッフや院外の医療従事者が務めます。）

　また、市民健診や予防接種について、医師会と連携し

て、二次健診の分担等の協力体制を整備します。
名　称 件　数

大腸がん検診 ３８

肝炎ウイルス検診 ５

特定健診 ３６８

一般健診 １７９

人間ドック・脳ドック １６５

市職員健診 ８４８

その他(団体健診等) ４４

合　　　　計 １，６４７

名　称 月当たり件数

大腸がん検診 ６．３

肝炎ウイルス検診 ０．８

特定健診 ６１．３

一般健診 ２９．８

人間ドック・脳ドック ２７．５

市職員健診 １４１．３

その他(団体健診等) ７．３

合　　　　計 ２７４．５
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平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　中間報告の補足説明 取組の評価・課題病院事業計画（平成２７年１１月改定）

・市立病院管理運営協議会開催

　１回開催　６／２３

・市立病院管理運営協議会

　　○平成２７年度事業報告

　　○平成２８年度事業計画

　　○平成２８年度運営状況（４～５月）

　　○事業報告に対する意見の反映について（意見反映のスキーム、年度事業計画

書の見直し）

〇病院事業計画に基づき運営を行った。

〇市立病院の管理運営に市民が参加できるような枠組みづくりと

して、年度事業報告の評価、課題の検討、年度事業計画への市

民意見の反映手法を構築中である。

（再掲）

・患者からの意見に対する対応例

　○地下駐車場の料金を見舞客は１時間まで

無料化

　○地下駐車場東のエレベーター入口にエレ

ベーター表示を設置

　○その他、ご意見の回覧と担当部署への周

知、指導を実施

（再掲）

・入院・外来患者アンケート調査は下半期に実施する予定。

・市民交流事業

　　ムジークフェストなら２０１６

　　市立病院ロビーコンサート

　　　６／１６　約３００人

　

　　サマーフェスタ＆親子見学会

　　　８／２０　　８２人

　

　　市民による４階光庭の園芸

　　ボランティア活動

・サマーフェスタ＆親子見学会

　市立病院とNPO法人生駒の地域医療を育てる会の共催

　救命体験、医療機器体験、薬剤師体験、サマーコンサート、医療講演会

課題

　市立病院を多くの市民に知っていただく機会であり、より多数の

市民に参加していただけるよう、広報を強化することが必要であ

る。

市の環境マネジメントシステムのエコオフィスの

取組

・Ｈ２８．７～８　院内の電灯をＬＥＤ化した。

・昨年度と同様に、供覧に院内ＬＡＮを利用する

　など、ペーパーレス化に取り組んだ。

平成２８年７月２６日、環境マネジメントによる監査 〇市組織と同等の取組みが実施されている。

＜院内保育園の実施＞

（平成２７年６月１日～）院内７階バンビ保育園

　保育時間　日勤　８：００～１７：３０(３６５日)

　　　　　　夜勤　１６：００～翌日１０：００（週２回　火・金）

　保育園児　対象　生後２ヶ月～１０歳（医師・看護職員のお子さん）

　保育士　　人員　常時２名以上

　保育児童数　一日平均５．３人

　２４時間保育運営日数　８日

　休日保育運営日数　２２日

収支 　　　　　　　　　　（単位　千円）

平成２８年度　事業計画 平成２８年度　中間報告 平成２８年度　事業報告の補足説明

(４月～９月の合計）

医業収入        ９７３，２９０

医業費用    １，４７１，１０９

医業利益     －４９７，８１８

その他費用       ２４，４２０

医業外収益         ６，９０１

医業外費用         ２，９５８

経常利益     －５１８，２９５

　

医業収入        ９７１，８７０

医業費用    １，２８１，９３１

医業利益     －３１０，０６１

その他費用     　２４，５３２

医業外収益         ７，９５２

医業外費用         ３，２３７

経常利益     －３２９，８７８

※数値は中間期決算前の速報値

（計画と報告の差額）

医業収益            －１，４２０

医業費用　  　　－１８９，１７８

医業利益           １８７，７５７

その他費用       　　　　 １１２

医業外収益            １，０５１

医業外費用                ２７９

経常利益           １８８，４１７

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

⑦　財政的に健全な病院経営

　新病院の運営形態については、「指定管理者方式」を採

用することで、医療機関が有する経営ノウハウを活用し経

営の効率化を図り、財政的に健全な病院経営を行う。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

⑧　市民参加による運営

条例で設置された市民の代表が参加する病院事業推進

委員会において、運営の基本となる病院事業計画、指定

管理者との協定及び運営状況の改善について審議し、市

民参加による病院運営を実現する。

基本方針

   生駒市立病院管理運営協議会の意見を積

極的

に採り入れ、市民参加による病院運営を推進し

ます。

基本的な医療提供

●病院事業の運営に関する情報の開示及び

広報

・市立病院のホームページ等を作成して病院に

関する最新情報を開示・広報します。また、病

院の活動・運営については、市立病院の管理

運営に市民等の意見を反映させるため、「生駒

市立病院管理運営協議会」を市と協力して運

営します。

１　病院の基本方針

新病院のコンセプト

⑨　環境に配慮した運営

新病院の運営にあたっては、環境マネジメントシステムで

あるＩＳＯ（国際標準化機構）１４０００シリーズの認証取得

を目指す。
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